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 平素よりお世話になっております。 

 本協会は、精神障害者の権利擁護と地域生活支援を担う専門職の全国組織です。現在、

本協会と密接な関係にある都道府県精神保健福祉士協会等においては、弁護士等と連携し、

罪に問われた精神障害者等の障害者の支援を行っております。 

 都道府県精神保健福祉士協会等と弁護士会が連携して、あるいは、地域の精神保健福祉

士と弁護士が個別に連携し、精神保健福祉士が接見に同行し、アセスメントを行い、社会

復帰後の支援に関する助言等を行うとともに、更生支援計画書を作成し、裁判において証

言をするなどの活動を行っており、当該活動は各地に広まってきているところです。 

 このような連携については障害者の権利擁護にとって非常に重要な活動であり、今後も

活動が広がっていくことを願っております。 

 もっとも、上記のような活動に対する費用の支出については、例えば原則１０万円を上

限として弁護士会を通じて費用を支出するなどの制度が作られている地域があるものの、

ほとんどの地域については制度的担保がなされておらず、罪に問われた障害者の入口支援

及び出口支援の多くの事案では当該者の貧困が背景にあることも関係し、無償あるいは十

分な報酬を受け取らずに活動を行っている精神保健福祉士がみられるのが現状です。 

 本協会としては、このような人権擁護に必要な活動を継続、普及していくためには、日

本司法支援センター等において当該連携に係る費用支弁の制度を構築していただくなど、

連携費用に関する制度的担保を構築するためのご理解と積極的な取組みが必要と考えてお

ります。 

 したがいまして、本協会としましては、罪に問われた障害者の支援に係る弁護士との連

携費用について、予算が確保され、制度的に担保されることを要望いたします。 
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